別紙様式
平成２４度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 人権に関する県民意識調査事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　環境生活部　人権施策推進課　人権啓発担当　電話番号：058-272-1111（内2442）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11227@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,600（2,651）千円（前年度予算額：    0千円）
	事業内容


	１　事業の内容


 「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第5条に基づき平成14年度に策定し、平成19年度に第一次改定を行った「岐阜県人権施策推進指針」の推進期間が平成24年度末で終期を迎えることから、平成19年度以降の人権に関する県民の意識の変化を的確に把握し、当該指針の改定に反映させるため、人権に関する県民意識調査を実施する。
　 実施時期：平成24年7月（予定）

　 調査地区：岐阜県全域
　 調査対象：県内在住の20歳以上の男女2，000人

   抽出方法：選挙人名簿による層化二段抽出

	２　所要経費


　 2,600（2,651）千円

　　・消耗品費　　　11千円

　　・印刷製本　　　60千円

　　・役務費　　　 457千円　
　　・委託料　　 2,123千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

　・人権教育、啓発に総合的に取り組む

	２　これまでの取組状況


平成１９年度に実施した人権に関する県民意識調査結果を反映して策定した「岐阜県人権指針（第一次改定）」に基づき、人権施策の総合的かつ効果的な推進を図るため、県民との協働、専門家・各種団体等との連携、国・市町村との連携及び庁内の連携を図り、各種の人権啓発事業を実施した。

＜過去の意識調査実施状況＞

　　平成14年7月実施 →「岐阜県人権施策推進指針」(H15.3策定)に反映
　　　平成19年７月実施 →「岐阜県人権施策推進指針(第一次改定)」(H19.3策定)に
                          反映
	３　これまでの取組に対する評価


人権施策の総合的かつ効果的な推進を図るためには、時代の変化とともに新たな岐阜県の人権施策の方向性が求められている。このため、人権に関する県民の意識の変化を的確に把握し、人権施策推進指針の策定に反映していく必要がある。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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